姫路市自主防災組織防災資機材交付要綱

                                　　制定　平成　９年 ５月  ７日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成１０年 ５月  ８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正　平成１９年 ８月１０日
改正　平成２８年　４月　１日

改正　平成２８年　６月２２日
改正　令和　３年　３月２９日

　（趣旨）

第１条　この要綱は、自主防災組織（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第５条第２項に規定する住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）の行う防災活動を支援するために、市が予算の範囲内において行う防災資機材の交付について必要な事項を定めるものとする。

　（用語）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　地域防災力向上資機材　地域の防災力の向上のために更新し、又は新たに配置する資機材をいう。
　⑵　地区連合自主防災訓練資機材　地区連合自主防災会が実施する防災訓練で活用する資機材をいう。
　（交付対象）

第３条　防災資機材は、地区連合自主防災会（自主防災組織結成届出書が所轄消防署長に提出された自主防災組織を会員として組織する団体をいう。以下同じ。）に対して交付するものとする。

２　前項の規定により防災資機材の交付決定を受けた地区連合自主防災会内に新たに自主防災組織が結成された場合は、その増加分についてのみ、追加交付するものとする。
  （交付限度額）

第４条　防災資機材の交付は、別表第１に定める資機材（単価については別に定める。）の中から自主防災組織が希望するものを交付することにより行うものとする。

２　防災資機材の交付限度額は、地区連合自主防災会ごとに、別表第２に定める当該地区連合自主防災会を構成する自主防災組織の世帯の数を合算した数の区分に応じ、同表に定める地域防災力向上資機材の額及び地区連合自主防災訓練資機材の額を合計した額とする。ただし、地区連合自主防災訓練を実施しない場合は、合計の額から地区連合自主防災訓練資機材の額を減じた額を交付限度額とする。
３　前条第２項の場合において、防災資機材の追加交付の限度額は、新たに結成された自主防災組織の世帯の数に８００円を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。）とする。
  （交付申請）

第５条　防災資機材の交付を受けようとする地区連合自主防災会は、地区内の各町自主防災組織の要望を取りまとめ、防災資機材交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。

２　前項の交付申請書は、別に定める期日までに提出しなければならない。
  （交付決定）

第６条　市長は、申請書を受理したときは、速やかに内容を審査し、交付の可否を決定するものとする。

２　市長は、前項の規定により交付の可否を決定したときは、速やかにその旨を防災資機材交付可否決定書（様式第２号）により申請をした地区連合自主防災会に通知するものとする。

  （交付）

第７条　市長は、防災資機材を交付することと決定した地区連合自主防災会に対し、防災資機材交付通知書（様式第３号）を送付した上で防災資機材を交付するものとする。この場合において、防災資機材の交付を受けた地区連合自主防災会は、防災資機材受領書（様式第４号）を提出するものとする。

  （防災資機材の管理）

第８条　交付を受けた防災資機材は、自主防災組織が管理するものとし、資機材の修理、電池等の消耗品の補充及び紛失に伴う再購入は、自主防災組織の負担において行うものとする。

  （雑則）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、危機管理担当理事が別に定める。

      附  則

１　この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。
２　この要綱による改正前の姫路市自主防災組織防災資機材交付要綱の規定により自主防災組織に交付された防災資機材は、改正後の姫路市自主防災組織防災資機材交付要綱の規定により当該自主防災組織によって構成される地区連合自主防災会に交付されたものとみなす。
　   附  則

１　この要綱は、平成１９年８月１日から施行する。

２　この要綱による改正後の第２条並びに第３条第２項及び第３項の規定は、この要綱の施行の日以後に申請のあった防災資機材の交付について適用し、同日前に申請のあった防災資機材の交付については、なお従前の例による。

附  則

１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

２　この要綱による改正後の第３条第２項及び第３項の規定は、この要綱の施行の日以後に申請のあった防災資機材の交付について適用し、同日前に申請のあった防災資機材の交付については、なお従前の例による。
附  則

１　この要綱は、平成２８年７月１日から施行する。

２　この要綱による改正後の第３条第２項及び第３項の規定は、この要綱の施行の日以後に申請のあった防災資機材の交付について適用し、同日前に申請のあった防災資機材の交付については、なお従前の例による。
附  則

　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

別表第１（第４条関係）
	区分
	用途
	品名
	区分
	用途
	品名

	防災活動用資機材
	消火用
	消火器
	防災活動用資機材
	その他
	テント

	
	
	消火器格納箱
	
	
	腕章

	
	
	バケツ
	
	
	ビブス

	
	救急
救助用

	バール
	
	
	ヘルメット

	
	
	のこぎり
	
	
	自主防災旗

	
	
	ロープ
	感染症対策用資機材

	受付用
	受付用パーテーション

	
	
	ジャッキ
	
	
	非接触型体温計

	
	
	ショベル
	
	
	マスク

	
	
	折りたたみ担架
	
	
	フェイスガード

	
	
	救急セット
	
	
	消毒液

	
	
	三角巾
	
	
	脚踏み式ゴミ箱

	
	
	脚立
	
	区割り用
	段ボールベット

	
	
	ヘッドライト
	
	
	段ボール間仕切り

	
	
	台車
	
	
	養生テープ　

	
	避難用
	工具セット
	
	その他
	ＯＡタップ

	
	
	メガホン
	
	
	サーキュレーター

	
	
	トランジスターメガホン
	
	
	マルチポータブルチャージャー

	
	
	トランシーバー
	
	
	フリースタイプ毛布

	
	
	搬送具
	
	
	ＨＵＧセット

	
	
	誘導灯
	啓発用資機材
	啓発用
	ティッシュペーパー

	
	
	一時避難場所用看板
	
	
	救急バン

	
	その他
	防水シート
	
	
	ウェットティッシュ

	
	
	ポリタンク
	
	
	アルミシート

	
	
	ＰＰ土のう袋
	
	
	カイロ

	
	
	警戒ロープ
	
	
	軍手

	
	
	カラーコーン
	
	
	携帯トイレ


　
別表第２（第４条関係）
	世帯数
	地域防災力向上資機材
	地区連合自主防災訓練資機材

	　　　　　　　　　４９９以下
	３６，０００
	２４，０００ 

	　　５００から　　９９９まで
	４３，２００
	２８，８００ 

	１，０００から１，４９９まで
	５０，４００
	３３，６００ 

	１，５００から１，９９９まで
	５７，６００
	３８，４００ 

	２，０００から２，４９９まで
	６４，８００
	４３，２００ 

	２，５００から２，９９９まで
	７２，０００
	４８，０００ 

	３，０００から３，４９９まで
	７９，２００
	５２，８００ 

	３，５００から３，９９９まで
	８６，４００
	５７，６００ 

	４，０００から４，４９９まで
	９３，６００
	６２，４００ 

	４，５００から４，９９９まで
	１００，８００
	６７，２００ 

	５，０００から５，４９９まで
	１０８，０００
	７２，０００ 

	５，５００以上　 　
	１１５，２００ 
	７６，８００ 


